
（補足説明） 

「土木学会関東支部規程の改正（案）」の趣旨について 

 

土木学会の公益法人化に伴い、これまでの支部総会の決議事項が

本部総会に移行したことを踏まえ、支部総会の在り方を見直して決

議事項や成立要綱を変更することとしました。関連して、商議員会の

決議事項を見直しました。 



 

土木学会関東支部規程の改正（案） 

 

【現 行】 【改 正 案】 

（総則） 

第１条 公益社団法人土木学会（以下「学会」

という。）細則（以下「細則」という。）第

１条第２項第３号の規定により設ける関東支

部（以下「支部」という。）の運営に関して

は、細則第４条の規定により、学会定款（以

下「定款」という。）及び細則に定めるもの

のほか、この規程の定めるところによる。 

 

（総則） 

第１条 公益社団法人土木学会（以下「学会」

という。）細則（以下「細則」という。）第

１条第２項第３号の規定により設ける関東支

部（以下「支部」という。）の運営に関して

は、細則第４条の規定により、学会定款（以

下「定款」という。）及び細則に定めるもの

のほか、この規程の定めるところによる。 

 

（事業） 

第２条 支部は、細則第２条第３号に規定する

範囲において、定款第４条に規定する学会の

事業のうち次の事業を分掌する。 

(1) 土木工学に関する調査、研究 

(2) 土木工学の発展に資する国際活動 

(3) 土木工学に関する図書、印刷物の刊行 

(4) 土木工学に関する研究発表会、講演会、

講習会等の開催及び見学視察等の実施 

(5) 土木工学に関する奨励、援助 

(6) 土木工学、土木事業又は定款第３条に規

定する学会の目的遂行に関して著しい貢献

をしたものの表彰 

(7) 土木工学教育及び土木技術者教育への支

援 

(8) 土木に関する啓発及び広報活動 

(9) その他学会の目的を達成するために必要

なこと 

 

（事業） 

第２条 支部は、細則第２条第３号に規定する

範囲において、定款第４条に規定する学会の

事業のうち次の事業を分掌する。 

(1) 土木工学に関する調査、研究 

(2) 土木工学の発展に資する国際活動 

(3) 土木工学に関する図書、印刷物の刊行 

(4) 土木工学に関する研究発表会、講演会、

講習会等の開催及び見学視察等の実施 

(5) 土木工学に関する奨励、援助 

(6) 土木工学、土木事業又は定款第３条に規

定する学会の目的遂行に関して著しい貢献

をしたものの表彰 

(7) 土木工学教育及び土木技術者教育への支

援 

(8) 土木に関する啓発及び広報活動 

(9) その他学会の目的を達成するために必要

なこと 

 

（支部役員） 

第３条 支部に、次の支部役員を置く。 

(1) 支部長  １名 

(2) 商議員  50名以内 

(3) 監査役  ２名 

(4) 幹事長  １名 

(5) 副幹事長 ２名以内 

(6) 幹事   110名以内 

 

（（削除）役員） 

第３条 支部に、次の（削除）役員を置く。 

(1) 支部長  １名 

(2) 商議員  50名以内 

(3) 監査役  ２名 

(4) 幹事長  １名 

(5) 副幹事長 ２名以内 

(6) 幹事   110名以内 

 

（支部役員の選任） 

第４条 支部長については、細則第３条第２項

の規定に基づき、細則第13条の規定により支

（（削除）役員の選任） 

第４条 支部長については、細則第３条第２項

の規定に基づき、細則第13条の規定により支



部に所属する会員（以下「支部会員」とい

う。）のうち個人会員（以下「支部個人会

員」という。）から別に定める土木学会関東

支部役員候補者選考内規（以下「選考内規」

という。）に基づき候補者を選出して支部商

議員会に推薦し、支部総会の決議を得て理事

会に諮るものとする。 

２ 商議員及び監査役は、選考内規に基づき候

補者を選出し、支部総会の決議を得て支部長

が委嘱する。 

３ 幹事長については、細則第３条第３項の規

定に基づき、支部個人会員から支部長が選任

し、委嘱する。 

４ 副幹事長及び幹事は、支部長が選任し、委

嘱する。 

 

部に所属する会員（以下「支部会員」とい

う。）のうち個人会員（以下「支部個人会

員」という。）から別に定める土木学会関東

支部役員候補者選考内規（以下「選考内規」

という。）に基づき候補者を選出して（削

除）商議員会（削除）の決議を得て、（削

除）理事会に諮るものとする。 

２ 商議員及び監査役は、選考内規に基づき候

補者を選出し、商議員会の決議を得て、（削

除）支部長が委嘱する。 

３ 幹事長については、細則第３条第３項の規

定に基づき、支部個人会員から支部長が選任

し、委嘱する。 

４ 副幹事長及び幹事は、支部長が選任し、委

嘱する。 

 

（支部役員の任期） 

第５条 支部役員の任期は、原則として、次の

とおりとする。ただし、再任を妨げない。 

(1) 支部長  １年 

(2) 商議員  ２年 原則として毎年半数交

代 

(3) 監査役  ２年 原則として毎年半数交

代 

(4) 幹事長  １年 

(5) 副幹事長 １年 

(6) 幹事   ２年 原則として毎年半数交

代 

２ 支部役員の任期は、支部総会開催の翌日か

らとする。ただし、任期満了後でも後任者が

就任するまでは、その職務を行わなければな

らない。 

３ 支部長が欠けたときは、補欠を選任するも

のとする。この場合、その選任については、

第４条第１項の規定を準用するものとする。 

４ 支部長以外の支部役員が欠けたときは、原

則として所属機関から補欠の推薦を受けるも

のとする。 

 

（（削除）役員の任期） 

第５条 （削除）役員の任期は、原則として、

次のとおりとする。ただし、再任を妨げない。 

(1) 支部長  １年 

(2) 商議員  ２年 原則として毎年半数交

代 

(3) 監査役  ２年 原則として毎年半数交

代 

(4) 幹事長  １年 

(5) 副幹事長 １年 

(6) 幹事   ２年 原則として毎年半数交

代 

２ （削除）役員の任期は、支部総会開催の翌

日からとする。ただし、任期満了後でも後任

者が就任するまでは、その職務を行わなけれ

ばならない。 

３ 支部長が欠けたときは、補欠を選任するも

のとする。この場合、その選任については、

第４条第１項の規定を準用するものとする。 

４ 支部長以外の（削除）役員が欠けたとき

は、原則として所属機関から補欠の推薦を受

けるものとする。 

 

（支部役員の報酬） 

第６条 支部役員は無給とする。 

 

（（削除）役員の報酬） 

第６条 （削除）役員は無給とする。 

 

（支部役員の職務） 

第７条 支部役員は、次の職務を行う。 

（（削除）役員の職務） 

第７条 （削除）役員は、次の職務を行う。 



(1) 支部長は、支部を代表し、支部会務を総

括する。 

(2) 商議員は、商議員会を構成し、支部会務

について審議する。 

(3) 監査役は、支部の会計を監査し、その結

果を商議員会及び支部総会に報告

する。 

(4) 幹事長は、支部長を補佐し、支部会務を

処理する。 

(5) 副幹事長は、幹事長を補佐し、必要に応

じて幹事長の職務を代行する。 

(6) 幹事は、幹事長及び副幹事長とともに幹

事会を構成し、幹事長及び副幹事長を補佐

して支部会務を執行する。 

 

(1) 支部長は、支部を代表し、支部会務を総

括する。 

(2) 商議員は、商議員会を構成し、支部会務

について審議する。 

(3) 監査役は、支部の会計を監査し、その結

果を商議員会及び支部総会に報告

する。 

(4) 幹事長は、支部長を補佐し、支部会務を

処理する。 

(5) 副幹事長は、幹事長を補佐し、必要に応

じて幹事長の職務を代行する。 

(6) 幹事は、幹事長及び副幹事長とともに幹

事会を構成し、幹事長及び副幹事長を補佐

して支部会務を執行する。 

 

（支部総会） 

第８条 支部長は、毎事業年度終了後定時総会

前に支部総会を開催し、また、必要に応じて

臨時支部総会を開催する。 

２ 支部総会は、支部会員のうち正会員（以下

「支部正会員」という。）すべてをもって構

成し、議長は、支部長がこれに当たる。 

３ 支部総会は、次の事項について決議する。 

(1) 支部の事業報告及び決算報告 

(2) 支部の規程等の制定及び改正 

(3) 支部長候補者 

(4) 商議員及び監査役の選任 

(5) その他、支部運営に関する重要事項 

４ 支部総会は、支部正会員の250分の１以上

の出席をもって成立し、出席者の過半数の賛成

で決議する。ただし、委任状を提出した者につ

いては、出席者とみなす。 

（支部総会） 

第８条 支部長は、毎事業年度終了後定時総会

前に支部総会を開催し、また、必要に応じて

臨時支部総会を開催する。 

２ 支部総会は、支部会員のうち正会員（以下

「支部正会員」という。）すべてをもって構

成し、議長は、支部長がこれに当たる。 

３ 支部総会では、次の事項について（削除）

報告しなければならない。 

(1) 支部の事業（削除）及び決算（削除） 

（削除） 

(2) 支部長（削除）、商議員及び監査役 

（削除） 

(3) その他、支部運営に関する重要事項 

（削除） 

（商議員会） 

第９条 商議員会は、支部長及びすべての商議

員をもって構成し、議長は支部長がこれに当た

る。 

２ 商議員会は、原則として年１回以上開催す

ることとし、支部長が招集する。 

３ 商議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 支部の事業計画及び予算 

(2) 支部長候補者の選出 

(3) その他、支部総会の権限に属するものを

除く、支部運営に関する基本的事項 

４ 商議員会は、全商議員の過半数の出席をも

（商議員会） 

第９条 商議員会は、支部長及びすべての商議

員をもって構成し、議長は支部長がこれに当た

る。 

２ 商議員会は、原則として年１回以上開催す

ることとし、支部長が招集する。 

３ 商議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 支部の事業報告及び決算報告 

(2) 支部の規程等の制定及び改正 

(3) 支部の事業計画及び予算 

(4) 支部長候補者の選出 

(5) 商議員及び監査役の選任又は解任 



って成立し、出席者の過半数の賛成で決議す

る。ただし、委任状を提出した者について

は、出席者とみなす。 

 

(3) その他、（削除）支部運営に関する（削

除）重要事項 

４ 商議員会は、全商議員の過半数の出席をも

って成立し、出席者の過半数の賛成で決議す

る。ただし、委任状を提出した者について

は、出席者とみなす。 

 

（幹事会） 

第10条 幹事会は、幹事長、副幹事長及びすべ

ての幹事をもって構成し、議長は幹事長がこ

れに当たる。 

２ 幹事会は、原則として年１回以上開催する

ものとし、幹事長が招集する。 

３ 幹事会は、商議員会で決議された事業計画

及び予算に基づき、支部会務を執行する。 

 

（幹事会） 

第10条 幹事会は、幹事長、副幹事長及びすべ

ての幹事をもって構成し、議長は幹事長がこ

れに当たる。 

２ 幹事会は、原則として年１回以上開催する

ものとし、幹事長が招集する。 

３ 幹事会は、商議員会で決議された事業計画

及び予算に基づき、支部会務を執行する。 

 

（支部委員会） 

第11条 支部長は、第２条の事業を行うため、

必要があるときは、支部委員会を設けること

ができる。支部委員は支部長が選任し、委嘱

する。 

 

（（削除）委員会） 

第11条 支部長は、第２条の事業を行うため、

必要があるときは、（削除）委員会を設ける

ことができる。（削除）委員は支部長が選任

し、委嘱する。 

 

（職場班） 

第12条 支部と支部会員との連携を深め、支部

運営を円滑にするため、細則６条の規定によ

り、支部に職場班を置くことができる。 

２ 職場班をおいた場合、細則６条第２項の規

定により報告するものとする。 

 

（職場班） 

第12条 支部と支部会員との連携を深め、支部

運営を円滑にするため、細則６条の規定によ

り、支部に職場班を置くことができる。 

２ 職場班をおいた場合、細則６条第２項の規

定により報告するものとする。 

 

（分会） 

第13条 地域毎の会員の情報伝達を促進し、支

部運営の効果を向上させるために、細則第５

条の規定により、支部に分会を置くことがで

きる。 

 

（分会） 

第13条 地域毎の会員の情報伝達を促進し、支

部運営の効果を向上させるために、細則第５

条の規定により、支部に分会を置くことがで

きる。 

 

（支部賛助会員） 

第14条 支部の事業を円滑に運営するため、細

則第18条第４項の規定により、支部に賛助会

費を納入するものを支部賛助会員とすること

ができる。 

２ 支部賛助会員は、支部主催の各種行事に参

加することができる。 

 

（支部賛助会員） 

第14条 支部の事業を円滑に運営するため、細

則第18条第４項の規定により、支部に賛助会

費を納入するものを支部賛助会員とすること

ができる。 

２ 支部賛助会員は、支部主催の各種行事に参

加することができる。 

 

 



（支部会計） 

第15条 支部の経費は、交付金、行事参加費、

広告費、賛助会費、その他をあてる。 

２ 支部の事業計画及び予算については、毎事

業年度の開始の日の前日までに、支部長が作

成し、商議員会の承認を得た上、速やかに会

長に報告しなければならない。これを変更す

る場合も、同様とする。 

３ 支部の事業報告及び決算については、毎事

業年度終了後、支部長が作成し、監査役の監

査を受けた上で、商議員会の承認を経て、定

時支部総会において、事業報告についてはそ

の内容を報告し、決算については承認を受け

なければならない。 

４ 支部長は、前項の規定により報告し又は承

認された事業報告及び決算を速やかに会長に

報告しなければならない。 

 

（（削除）会計） 

第15条 支部の経費は、交付金、行事参加費、

広告費、賛助会費、その他をあてる。 

２ 支部の事業計画及び予算については、毎事

業年度の開始の日の前日までに、支部長が作

成し、商議員会の承認を得た上、速やかに会

長に報告しなければならない。これを変更す

る場合も、同様とする。 

３ 支部の事業報告及び決算については、毎事

業年度終了後、支部長が作成し、監査役の監

査を受けた上で、商議員会の承認を（削除）

受けなければならない。 

（削除） 

（支部事務局及び職員） 

第16条 支部会務を執行するため、細則第７条

の規定により支部に事務局を設け、支部事務

局長１名を含む有給の職員を置く。 

２ 前項の規定による支部事務局長について

は、細則57条の規定により、着任に当たり理

事会の承認を得るものとする。 

 

（支部事務局及び職員） 

第16条 支部会務を執行するため、細則第７条

の規定により支部に事務局を設け、支部事務

局長１名を含む有給の職員を置く。 

２ 前項の規定による支部事務局長について

は、細則57条の規定により、着任に当たり理

事会の承認を得るものとする。 

 

（規程の改正等） 

第17条 この規程は、支部総会の承認を経て、

細則第４条の規定により理事会の承認を得て

改正することができる。 

２ 支部の会計、資金等に係わる規程類につい

ては、細則第４条第２号の規定により、理事

会の承認を得て制定・改正することができ

る。 

３ 前項に規定するもののほか、この規程の施

行に必要な支部の規程類については、支部総

会の承認を得て制定することができる。 

４ 前項に規定する規程類の施行に必要な内

規、規則等については、幹事会の承認を得て

制定することができる。 

 

（規程の改正等） 

第17条 この規程は、（削除）商議員会の承認

を経て、細則第４条の規定により理事会の承

認を得て改正することができる。 

２ 支部の会計、資金等に係わる規程類につい

ては、細則第４条第２号の規定により、理事

会の承認を得て制定・改正することができ

る。 

３ 前項に規定するもののほか、この規程の施

行に必要な支部の規程類については、（削

除）商議員会の承認を得て制定することがで

きる。 

４ 前項に規定する規程類の施行に必要な内

規、規則等については、幹事会の承認を得て

制定することができる。 

 

附則 この規程は、昭和39年４月30日から施行

する。 

附則 この規程は、昭和39年４月30日から施行

する。 



２ 設立当初の商議員及び幹事の任期は、抽選

によって半数は１年とする。 

附則 この変更規程は、昭和52年４月28日から

施行する。 

附則 この変更規程は、定款が文部科学大臣の

認可を受けた日（平成11年11月１日）から施

行する。 

附則（平成23年３月18日 理事会議決） この

変更規程は、一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律第 106条第１項に

定める公益法人の設立の登記の日から施行す

る。 

附則 この変更規程は、平成26年5月16日から

施行する。 

附則 この変更規程は、平成29年7月7日から施

行する。 

 

 

２ 設立当初の商議員及び幹事の任期は、抽選

によって半数は１年とする。 

附則 この変更規程は、昭和52年４月28日から

施行する。 

附則 この変更規程は、定款が文部科学大臣の

認可を受けた日（平成11年11月１日）から施

行する。 

附則（平成23年３月18日 理事会議決） この

変更規程は、一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律第 106条第１項に

定める公益法人の設立の登記の日から施行す

る。 

附則 この変更規程は、平成26年5月16日から

施行する。 

附則 この変更規程は、平成29年7月7日から施

行する。 

附則 この変更規程は、令和2年〇月〇日から

施行する 
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